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要求事項 ３．環境経営方針の策定

【解説】

【構築・運営上のポイント】

＜環境経営理念＞
私達は、社会を支える誠実なものづくりを第一とします。

私達は、地球に優しく、世の中にないものづくりに挑戦します。

私達は、物心両面の豊かさを追求し、

関わる全ての人々と喜びを共有する企業を目指します。

環境経営方針

1.環境関連法規を遵守します。

2.経営理念の一つである

「私達は、地球に優しく、世の中にないものづくりに挑戦します」

を朝礼で唱和し、環境問題に対する意識向上・継続的改善を図

ります。

3.「3S・危機管理委員会」を通じて、

環境問題への積極的な取り組みを図ります。

4.二酸化炭素排出量の削減及び上水道の使用量節減を中心に、

省エネルギー、省資源に取組むと共に、再使用を主体に

廃棄物の削減に努めます。

5.環境配慮型製品の開発・販売を促進します。

代表取締役 畑野淳一

制定日：2005/12/6

改定日：2021/12/16

＜環境保全への行動指針＞
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更新日：

（１） 名称及び代表者名
株式会社中央電機計器製作所
代表取締役　畑野　淳一

（２） 所在地
本　　　社 大阪府大阪市都島区内代町２丁目７−１２

（３） 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先
責任者　 環境管理責任者　 松岡　省吾 TEL：06－6953－2366
担当者 吉田　直哉 FAX：06－6953－2414

（４） 事業内容
カスタムメイドのテスト・計測・制御システムのハード及びソフト設計・製作、
画像検査システムのハード及びソフト設計・製作、
電気・電子計測器の校正・修理

（５） 事業の規模
売上高 万円

従業員　　　　　名 名 名
延べ床面積　　　㎡ ㎡ ㎡

（６） 事業年度 2022年 1 月 1 日～ 12月31日

（７） 認証・登録の対象組織・活動
登録組織名： 株式会社中央電機計器製作所
対象事業所： 本　　　社

活動： カスタムメイドのテスト・計測・制御システムのハード及びソフト設計・製作
画像検査システムのハード及びソフト設計・製作、
電気・電子計測器の校正・修理

43 43
本　　　社 合計
71134

520

2022年9月17日

520

組織の概要
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CEW Products

高精度 寸法自動測定装置 SmartEdge

LCDの偏光板、バックライトユニットの導光板・反射板・拡散板・レンズシートなどの平面なシート形状品の外形、縁

取り、取付け穴の表面寸法及びプリント基板・印刷版・各種金属・プラスチック・ゴム・スポンジ加工品の寸法・形状

をCCDカメラを使って自動測定（形状により半自動測定）する二次元寸法測定装置です。

画像倍率の変化、カメラの取付け傾き、光学的画像歪の影響を受けずに高精度の測定が可能です。

測定結果はCSV型式のファイルに出力されますので、エクセルなどのアプリケーションから参照できます。

卓上型 寸法自動測定装置 SmartEdge GS-HB6040 スキャナ型 寸法自動測定装置 SmartEdge S-CN4030

CEWの環境配慮型製品のご紹介

・異常検知

・画像認識
・物体検出

AIを活用した画像処理による各種外観検査ソフトウェ

ア

金属加工品、フィルム、樹脂成形品、印刷物など

多種多様なワークの外観検査に対応可能

画像処理 AIシリーズ
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【SmartEdge導入時の効果】
高精度 寸法自動測定装置(GS2-HLS6560)を導入した場合は、

ノギスを用いての人力での測定と比べた場合に、以下の測定時間の差が出ます。

自動測定　→　1測定 15秒
手動測定　→　1測定 20分

　弊社のyoutubeアカウントに掲載されている以下の動画にて、紹介しております。

　高精度 寸法自動測定装置(GS2-HLS6560)
　https://www.youtube.com/watch?v=GMpUcLa-o70

　例として、1日15個の測定を一か月続けた場合、月に300個測定する事となりますが、
　寸法測定機を使用すると、約100時間の作業時間短縮を行う事が可能です。

　弊社社員一人当たりの1時間のCO2排出量は、約0.12kgとなりますので、
　100時間当たりだと約12kg、年間だと約144kgのCO2排出量削減を行う事ができます。

　こちらは計算上の数値となりますので、実際にお客様の装置の使用状況によって、効果に違いが出てきます。
　次ページの製品アンケートページにて、お客様に対して、実際どのくらいの環境効果を発揮出来ているか
　調査を行っております。

　※1 計算内訳 人間が1時間当たりに吐き出すCO2排出量　+　弊社社員の1時間当たりの電気使用量の合算
人間が1時間当たりに排出するCO2排出量は、40g(0.04kg)
弊社社員の1時間当たりの電気使用量は、約0.175kwh(CO2換算だと0.175kwh ×0.487 = 0.085kg)

高精度 寸法自動測定装置 SmartEdge

本製品導入時の

Co2の削減効果について

※1
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【お客様への製品アンケート】

製品を導入して頂いたお客様に対して、どのくらいのCO2削減効果をもたらしているのかを調査するため、
製品の使用頻度や工数の削減効果をアンケートによって調査する活動を行っております。

こちらについては、2021年より実施しました。アンケート内容は下記となります。

【実際の製品アンケート例】

アンケート実施状況
アンケート回収結果・・・回答が数件
客先よりCO2削減効果算出となる、電力・人・時間の削減情報である装置使用・稼働状況の把握が得られなかった。
アンケート回答が得られない原因として、客先の装置導入窓口部署と実際に使用される現場部署が違う事が為、
客先でも状況把握が難しくアンケート回答に結びつくことが出来なかった。
今後の方針として該当製品のCO2削減効果の算出を社内で一定基準を設け算出（社内調べ）する事とする。

高精度 寸法自動測定装置 SmartEdge

製品アンケートについて
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更新日：

代表者

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ参加

代表者（社長）
役割・責任・権限

・環境経営システムの実施に必要な人、設備、費用、時間等経営資源を準備
・環境管理責任者を任命

エコアクション委員会

・環境経営方針の策定・見直し

環境管理 責任者

畑野　淳一

2022年9月1日

社長

・環境経営レポートの確認

環境管理責任者

エコアクション委員会

・環境経営に関する統括責任

・環境経営目標・環境経営計画書を承認

松岡　省吾

・代表者による全体の評価と見直し、指示
・環境経営レポートの承認
・環境経営システムの構築、実施、管理
・環境関連法規等の取りまとめ表を承認
・環境経営目標・環境経営計画書を確認

・環境管理責任者の補佐、エコアクション委員会の事務局
・環境負荷の自己チェック及び環境への取組の自己チェックの実施

・環境活動の取組結果を代表者へ報告

・環境関連法規等取りまとめ表の作成及び最新版管理

・環境経営計画の審議
・環境活動実績の確認・評価

・環境経営目標、環境経営計画書原案の作成
・環境活動の実績集計

・環境経営レポートの作成、公開（事務所に備え付けと地域事務局への送付）

環境事務局

・環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施

・自部門における環境経営方針の周知

・自部門に関連する環境活動計画の実施及び達成状況の報告
・自部門に必要な手順書の作成及び手順書による実施

全従業員

・環境関連の外部コミュニケーションの窓口

・自部門の従業員に対する教育訓練の実施
部門長

・自部門の問題点の発見、是正、予防処置の実施

・自部門の想定される事故及び緊急事態への対応のための手順書作成
・試行・訓練を実施、記録の作成

・環境方針の理解と環境への取組の重要性を自覚

総務部 営業本部 研究開発部 生産管理部 ｿﾌﾄｳｪｱ

技術本部
ﾊｰﾄﾞｳｪｱ

技術本部

品質保証部

環境経営組織図及び役割・責任・権限
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【環境負荷の実績】

単位

kg-CO2

kg

㎥

    ※電力の二酸化炭素排出係数 kg-CO2/kWh 関西電力の2017年度、調整後の排出係数

【環境経営目標及びその実績】

✕

〇

○

〇
基準年度比

環境配慮型製品の開
発・販売 行動目標（次項による）

98%
591

97%
579 573585

501

- - -

466

基準値

（目標）

廃棄物排出量

自動車燃料による二酸
化炭素削減

-

12,881 22,684

-

（目標）

22,326

0.418

　　　　　　　　  　年　度
　　項　目

2023年

22,556

（基準年)

529

kg-CO2 23,017 22,787

水使用量

電力による二酸化炭素
削減 基準年度比 2017年 99% 112%

2022年

2021年 2022年項　目 2020年

　一般廃棄物排出量

二酸化炭素総排出量 36,711 38,72039,436

45,702 38,720
1,940 1,940 1,920
46,164

98%
22,453

1,940
44,779上記二酸化炭素排出量合計 kg-CO2

466

kg-CO2

基準年度比 2017年 99%

水使用量の削減 ㎥

一般廃棄物の削減
kg

評
価

1,940

25,839

基準年度比 100% 100%

97%

79%2017年 99%

2024年

（実績） （目標）

1,880 1,860 1,920

45,240

98%

99%

56%
23,147 22,915

97%

2017年 100%

環境負荷及び環境経営目標の実績
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2017年

2022年

3,4085,249 3,512

6,097

9月

5,980

2,739

10月3月

4,794 4,783

2,836 4,676

合計

61,816

 本年度は、累計での電気使用量の目標を達成することができませ
んでした。コロナ対策のため引き続き換気を実施する事で、夏
季・冬季のエアコン稼働率が増加し、また新社屋の完成により使
用量が増加したため。コロナ対策は維持しながら、可能な限り不
要な電気の使用を控え、電力削減に努めます。

6,682 6,407

6,159

2月

6,547 7,049

12月6月 7月4月 11月

4,539

54,966

5,432

5,628 3,512

1月

※ ％表示は取組活動の評価を表しています。

8月

2022年
2017年

5月

5,267 3,545

3,213 3,923 4,805

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

電力（kWh）

2017年 2022年

自動車燃料による二酸化炭素削減

電力による二酸化炭素削減

空調温度の適正化 不要照明の消灯 待機電力の削減

取組結果とその評価、次年度の取組計画

30% 70% 30%
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※％表示は取組活動の評価を表しています。

2017年

2022年

　全体的にガソリンの使用量が低下しました。コロナウイルス流行以降、お客
様との打ち合わせのweb会議が1つの営業手段として一般化してきたからと考え
られます。また、技術営業を導入する事により技術支援を行いながら営業活動
する事で効率的に客先訪問ができた事も要因の一つです。昨年度より各車への
安全運転ガイドライン配備と実施への協力呼び掛けをしたことで社員の環境意
識が向上したことが考えられます。今後も環境に配慮した運転を継続できるよ
うな仕組みづくりを行っていきます。

9,970
5,548

571

644 987 748 862610984 813760

8月

337 478 595

1,048

548

9月 12月7月

431

633

5月

327 499274

2017年
2022年

595 557

962

11月6月 10月

合計

1月 2月 3月 4月

919

336

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

ガソリン（L)

2017年 2022年

一般廃棄物の削減

自動車燃料による二酸化炭素削減

省エネ運転 効率的なルート訪問 公共機関の利用

取組結果とその評価、次年度の取組計画

70% 60% 70%
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※％表示は取組活動の評価を表しています。

2017年

2022年

160

累計の目標値を微量ながら達成することが出来ました。梱包材等
の再利用を推進したことが主因だと考えられます。又昨今の購入
品も簡易梱包が多くなってきており、廃棄物が少なくなった事も
一因と考えられます。引き続き、社内SNS等を活用して再利用活動
を推進し、地球にやさしい企業活動を推進していきたいと考えて
おります。

3月

140

11月

合計

140180

2017年
1,9202022年

140 160 180 160 160

4月 5月

180 160

180

160

180

160 160

160

160140

2月

140 180

140

8月

160

1,940

9月 12月10月6月 7月

180

1月

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

一般廃棄物（kg）

2017年 2022年

水使用量の削減

一般廃棄物の削減

取組結果とその評価、次年度の取組計画

ダンボールの再利用

30%

通函箱の設置 梱包材の再利用

85% 85%
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2017年

2022年

41 41

466

2月

37

44

※「％表示は取組活動の評価を表しています。

2017年
2022年

4月1月 5月

37 4043

49

6月

39

45

32 36

7月

合計
591

8月

91 41

12月3月

39 38

11月

49 4750

37

昨年度より、トイレのリニューアルと増加により節水型のトイレ
が増えた事により、節水型トイレの使用頻度が増えた事も節水の
一因である。又従来から全社員に対して節水運動の呼びかけも功
を奏しており、社員の節水意識が向上したのも目標達成の要因と
なっています。

10月

46

9月

50 43

42

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

水道水（㎥）

2017年 2022年

水使用量の削減

トイレ使用時の節水 垂れ流し防止

取組結果とその評価、次年度の取組計画

100% 50%
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※％表示は取組活動の評価を表しています。

2017年

2022年

目標の台数に対して倍近くの数字を達成できた。
2022年は過去最高に近い売り上げを達成出来たので、環境配慮型の販売台数も
伴って実績台数の結果に繋がった。
昨今、DX化が多くの企業で進められておりハードウェア及びソフトウェアを手が
けるシステム製作が得意な弊社にとって追い風となった。
今後、遠隔監視にも力をいれ、更なる販売網の拡大に繋げていきます。

0 0

7月

63

5

1 2

11月4月1月 8月

80

6 7 3

10月 12月9月

1 31 22

27

2 1 1

3月

2 6 4

0

合計

6月

1

2月

11

2017年
2022年

5月

3

0

5

10

15

20

25

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

環境配慮型製品の開発・販売(台）

2017年 2022年

環境配慮型製品の開発・販売

市場拡大 展示会への出展 HP活用

取組結果とその評価、次年度の取組計画

小学生社内見学

60% 20% 80%
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2022年9月16日に毎年行っている小学生社内見学会を実施致しました。

コロナウイルスが流行する前は、実際に小学生をCEWに招いておりましたが、

2020年度からオンラインでの開催となっています。

①社内見学

社員がカメラを持って各事業部を回り、部署毎の社内風景と仕事の紹介を行いました。

その中で「Smart i Catch・SmartEdge・ＡＩ物体検出のデモンストレーション」

も行いました。

②スライドを使用した会社の説明

どのような流れで製品をつくっているのかという事から、DXにまつわる製品まで広く紹介しまし

た。

③プログラミング体験 LEGO MINDSTORMS（車輪付きの自走機械）の実演と体験

事前に学校側にプログラムを細かくブロック分けして書かれた用紙を渡して、組み合わせ方を

小学生に考えてもらう事で、オンラインでの疑似的なプログラミング体験をしてもらいました。

小学生が組んだプログラムは、実際に社内でLEGOに送信して、

考えたプログラムがどのように動くのかをカメラを通して見てもらいました。

小学生社内見学

働きやすい環境づくり
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● 女性が安心して長く働き続けられるよう、産休・育休制度や時差・時短勤務の導入

実際に育休制度を活用して、時短勤務を行っている社員が在中しております。

● ワークライフバランスの実現を目的とした時間外労働の削減

水曜日をノー残業日とするなど、ワークライフバランス実現に向けた取組を実施してい

ます。

● IT導入による業務効率アップ

勤怠管理アプリやチャットツール(Teams)を導入して、業務効率の改善を進めておりま

す。

● 「社内塾」や外部教育機関を活用した社員共育・人財育成

社員を講師として、知識ノウハウを伝える機会を作り、知識の伝達を行っております。

● 社内委員会の運営（広報・フレンドシップ・標準化・3S・危機管理・共育・エコアクション21）

社員がそれぞれ社内委員会に属し、会社を良くしていくための活動を行っています。

●新社屋の竣工

2022年7月に新社屋が完成しました。技術部門が業務をしており、作業場所も増え、以前

よりも快適に業務を行うことが出来ています。また、新社屋にはカーボンニュートラル取組

の一環としてPHEV（プラグインハイブリッドカー）の導入に伴い充電設備も設置しました。

働きやすい環境づくり
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● 国籍や年齢・性別に関係なく採用・配属し、公平に評価するなど人を生かす経営≒ダイバーシティ経営

を推進

● 人財の多様性を生かした経営が評価され、経済産業省より「新ダイバーシティ経業100選」に選定され

ました。

外国人社員活躍
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□環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果，並びに違反，訴訟の有無

法的義務を受ける主な環境関連法規制は次の通りです。

エアコン、テレビ、冷蔵庫

□外部からの環境上の苦情・要請等

適用される事項（施設・物質・事業活動等）

外部からの苦情・要請はありませんでした。

一般廃棄物 

小型家電リサイクル法

自動車リサイクル法

廃棄物処理法

なお、違反、訴訟等も過去３年間ありませんでした。

フロン排出抑制法 業務用空調機

パソコン

環境関連法規制等の遵守状況の評価の結果、環境関連法規制等は遵守されていました。

適用される法規制

社用車

家電リサイクル法

法令順守状況
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緊急事態の想定　：火災の発生

■実施日： ■実施場所：

■参加部門：

■実施内容： ☑ 通報訓練 ☑ 消火訓練 ☑ 避難訓練

■評価： 手順書の変更の必要性 □ あり ☑ なし

参加部門：総務部、経営企画室、営業本部、品質保証部、生産管理部、ハードウェア技術者
本部、ソフトウェア技術本部、研究開発部

本社2022年　11月　17日

内容： 第一共通作業室から出火を想定。
1．	火災発見者が内線で火災発生を一斉放送(古澤T担当)
2．	総務部員が消防に連絡
3．	各自で一番近い避難口を目指し避難を行う(事務所玄関前前or設計棟シャッター前）
4．	自衛消防隊による消火活動（消火器を用いる：正連K・万波CS）
5．	全社員、避難場所に避難完了
6．	各部門長での点呼確認、自衛消防体長に報告
7．	全員無事を確認（出火から全員確認までの時間3分48秒）

問題点　：経路、点呼方法を一新してから初めてかつ、全社員参加の訓練だったのもあり、例年よ
り避難完了時間が大幅に延びてしまった。（例年は1分～1分30秒）

改善点　：避難経路、点呼方法が複雑化したため、確実なアナウンスの配慮の必要性を感じた。

確認事項：消火器の消火能力（出火の種類、消火時間等）を調査する。
再発防止：出火場所に基づく具体的な避難経路を社内メールで徹底する。
手順変更：2020年度社内防災訓練計画表の各分担の詳細実施内容を明記すること

緊急事態対応の試行・訓練

19 / 20 ページ



＜環境保全への行動指針＞

1)コロナウイルス対策による換気、新社屋の2022年7月からの一部

の稼働により、電力消費量は増加したが、照明、暖房類の電源管

理の徹底によって夏や冬の電力の消費を最小限に抑えることが出

来た。水の量については、節水の呼びかけにより全体的に使用量

を削減できた。社内SNSなどを活用し、今後も不要な電力、水の使

用量を削減することを目指す。

2)再利用品の活用などを通して、効率的に資源の活用を行い、作

業効率向上に効果のある製品を製作する。

3)法令遵守を徹底し、継続的に法令の改正状況を把握する。

4)弊社のブランド製品を強化し、DXや遠隔監視といった時代のニー

ズに沿って、二酸化炭素排出量削減に繋がる自動化を推進するこ

とを通じて、環境活動に貢献することを目指す。

5)弊社製品による二酸化炭素排出量を算出し、弊社製品群の環境

への効果を定量的に把握する。

環境経営方針 変更なし

環境経営目標・計画 次年度変更なし

（2023年度の新社屋を含めた実績を

基に基準年度の見直しを行う。）

実施体制 変更なし

見直し指示日 2023年1月12日

次回、発行予定日 2024年1月

代表者による全体の評価と見直し・指示
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